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寄　稿

い道」を優先していたが、その判断基準は「経

験と勘」によるものであった。また、西日本

豪雨に限らず大雨の際には小規模な土砂崩れ

はよく起こっているとのことで、それについ

てもやはり農家の「経験と勘」によって蓄積さ

れた知識であった。「経験と勘」は個々人の行

動基準として、それはそれで有用ではあるが、

「目に見える」ものではない以上、「暗黙知」で

あり知識として共有することは極めて難しい。

このような状況の中で、筆者を含めた災害

調査に入った研究者とディスカッションの結

果、「災害を記録」したコンテンツが重要であ

ろう、との結論となった。これを受けて作成

されたのが「農業版ハザードマップ」である。

ハザードマップというと、一般的には地域の

諸条件に基づくシミュレーションにより災害

に備えるものとして認知されているように思

われる。もちろん、その役割は非常に重要な

ものであるが、もう一つの役割として、後世

のために地域の災害記録を残すというものが

ある。本稿ではこの災害記録を残す役割を持

ったハザードマップの作成過程と波及効果に

ついて紹介する。

農業版ハザードマップの作成に取りかかっ

たのは西日本豪雨から約１年後の19年９月か

らである。作成にあたって研究者サイドとし

て農学と地理学を専門とする計４名の研究者

による農業版ハザードマップ作成チームを結

成した。対象地域とした興居島由良地区側か

らは代表的な農家５名に集まっていただき、

近年、各地に被害をもたらしている豪雨は

気圧配置次第でどこで降ってもおかしくない

状況にあり、筆者の居住する愛媛県も2018年

に豪雨災害に見舞われた。この時の豪雨は西

日本の広範囲に甚大な被害をもたらし「平成

30年７月豪雨」（以下「西日本豪雨」）として記

録されている。

この西日本豪雨により愛媛県も洪水や土砂

崩れ等、甚大な被害が発生したことを受け、

筆者の勤務校である愛媛大学でも災害調査団

が結成され、筆者もその一員に加わった。豪

雨被害の多くは柑
かん

橘
きつ

生産の盛んな県南部の南

予地方に集中していたものの、松山を中心と

した中予地方でも被害は深刻であり、筆者は

松山市沖の興
ご

居
ご

島
しま

由良地区を農業関連被害の

調査対象地域とし、調査に入った。もっとも、

筆者の専門は農業経済学であり土木や地理

学、砂防学の専門家ではないので、そのよう

な観点による被害の詳細な原因究明はできな

い。では調査に入り何をしたか、というのが

本稿のテーマである「災害の記録」である。

興居島の農家から被害状況についてヒアリ

ング時に、まず聞かれたのが「どこで土砂崩

れが起こっているのか見当がつかなかった」

との言葉である。興居島は島であるが故に災

害時の１次復旧作業は島民が中心となる。し

かしながら、いたる箇所で被害があったため、

復旧作業した先の状況が分からないまま作業

されていた。そこでの作業順位の判断は、「自

分の園地に関係する道」の次に「公共性の高
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ードマップ作成の経緯と過程である。

ここからマップ作成の効果についてみてみ

たい。まず、「災害の記録」について述べる。

マップが完成した約半年後の20年８月に再び

大雨が降り、興居島でも土砂崩れが発生した。

そのときの発生現場はおおむねマップ上で西

日本豪雨時に土砂崩れが発生したと記録され

ている箇所であった。これにより、農家サイ

ドとしてもマップの情報が災害の発生が懸念

される箇所の一つの目安となることを認識い

ただいた。

次にマップ作成による地域への波及効果に

ついて述べる。重要な効果の一つが警察署へ

の情報提供である。これは警察側からの申し

出に対応したものであり、その背景として、

警察においても近年多発する土砂災害等の情

報を蓄積する必要があるとの認識でその一環

としての協力依頼であった。興居島には駐在

所が１か所あるのみで緊急災害時の情報収集

には限界がある。そのため、復旧工事の時期

の関係で災害の記録が残らない可能性もある。

このような動きはマップ作成時の想定を超え

るものもあり、マップの作成は災害記録とし

ての役割を果たしただけでなく公益性の高い

取組みとなった。

農村関連の災害に対する備えとして愛媛県

松山市ではため池の越水や崩壊による被害に

特化したハザードマップを作成している。その

ようなシミュレーションに基づく事前の備え

の重要さが増している一方で、いつ起こるか

も判断が難しい災害が発生した際には、将来

を見据えた備えとして、農村部における災害

記録の重要性がさらに認識されることを望む。
（ままだ　みちひこ）

初めに趣旨説明を行い、作成の意義に関する

理解を深めていただいた。次に被害状況の把

握の作業に移ったが、このような地図作成は

これまで経験したことがなく、当初はどのよ

うに進めればよいか見当もつかなかったもの

の、地図を用いて被害状況の確認作業を進め

ていくうちに研究者と農家の役割分担もでき、

被害状況の把握は比較的スムーズに行われ

た。被害については、土砂崩れの箇所と地目
（耕作地［柑橘園地］・耕作放棄地・切り土・ヤ

ブ等）の関連性について示した。集計結果から

興居島の土砂崩れの多くは、果樹（柑橘）園地

あるいは耕作放棄地由来=農業に関連するも

のであることが確認された。これは傾斜地が

中心となる興居島の柑橘栽培の特徴を表して

いるといえよう。この時の情報を国土地理院

が撮影した空中写真に組み込み電子データと

して整理した。

この整理されたデータを元に仮マップを作

成し、19年11月に再度、農家の方々に集まっ

ていただき、情報の確認、修正等を行った。

また、この際に地図に地元で使用されている

名称（いずれも公的な正式名称ではない）を加え

ることとした。これは災害時という情報が錯

そうする事態になった際に位置情報の共通認

識を図れるようにするためである。以上の情

報を基に地図の再修正を行い、ひとまずの完

成版とした。11月以降は柑橘生産の最盛期を

迎えるため、柑橘生産が一段落した20年３月

にこの完成版を持って興居島へと渡った。

この20年３月の会合では作成された農業版

ハザードマップの使用方法についてディスカ

ッションが行われ、農協の支所や消防団に配

布されることとなった。以上が、農業版ハザ
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